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団体名称：

一般社団法人シェアリングエコノミー協会

英語表記：

Sharing Economy Association, Japan

所在地：

東京都千代田区平河町2-5-3 Nagatacho GRID

設立：2016年1月15日

HP：http://sharing-economy.jp

お問い合わせ：info@sharing-economy.jp

電話番号：03-5759-0306

一般社団法人シェアリングエコノミー協会
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シェアリングエコノミー近時の動向
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出所：令和2年3月25日シェアリングエコノミー検討会議資料

全体像
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出所：令和2年3月25日シェアリングエコノミー検討会議資料

全体像
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相次ぐシェアプラットフォームの上場

※シェア会員企業以外では、株式会社ジモティーが2020年2月7日に上場。

当協会のシェア会員企業の株式公開動向（2019年12月～）　

市場動向
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シェアリングエコノミー経済規模は過去最高の2兆円超え市場動向
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市場動向 新型コロナウイルスで新たな活用の広がり、SDGsへも貢献

8



コロナウィルス感染拡大における市場への影響 
 

 

市場動向
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CtoC取引分野の業規制問題は依然として議論が進まない

ミールシェア、ペット版民泊など、業規制が存在するCtoC領域の規制見直し議論は依然として進展せ

ず。利用者から一定の支持を集めつつも、業法上の問題を乗り越えられずサービス停止に追い込ま

れるサービスも。

規制

飲食店営業許可の問題が
クリアできず。2020年8月、
サービス終了。

動物取扱業規制の見
直し議論進まず。
苦しい状況が続く。

道路運送法の問題がクリア
できず。2020年12月末を
もって長期運営休止。
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安心安全の要請はさらに高まっている

● 一部の家事代行プラットフォームにおける性被害の発覚や、フードデリバリー配達員の交通安全などを背景に、シェア

サービスにおけるさらなる安全性確保のための取り組みが急務となっている。

● 安心安全の水準を高めるべく、協会では以下の取り組みを進めている。

○ 重大な利用規約違反者等について一部事業者間で情報共有（ブラックリスト共有）する仕組みを検討中

○ 利用者間の迅速なトラブル解決を支援するため、ODR（オンライン紛争解決）の開発をサポート

○ シェアワーカーのリテラシー向上に向けて内閣官房IT室と連携して新たな研修制度を開発中

○ シェアリングエコノミー認証制度における審査基準の見直し

○ 会員企業のリスクマネジメント力の向上に向けた勉強会を定期的に開催

出所：2020年12月4日付BUSINESS INSIDER 出所：2020年11月26日付engadget

安心安全
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災害支援としてのシェアエコの活用

● 避難・宿泊・休憩スペース、バッテリー、医療・家屋修繕等の専門スキル、フードトラックなど、防災・復興の現場で不足

している様々なリソースを補うため、シェアエコの活用が必要とされている。

● 協会は、会員企業、NPO法人全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）と連携し、災害支援に携わる関係

者との平時からの関係構築や、さらなるシェアエコ活用に向けた仕組みづくりに取り組んでいる。

● 本年7月、自治体首長ネットワークとしてシェアリングシティ推進協議会を設立し、防災WGを設置。今後、自治体との災

害連携モデル協定を策定し、全国の都道府県・市町村との連携拡大につなげていく。

出所：2020年10月7日付産経新聞 出所：2020年3月7日付日本経済新聞

災害支援
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シェアリングエコノミー推進基本法の立法

総論
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次ページ以降の要望を包括的に推進して頂き、持続可能で豊かな社会を支える基盤としてのシェアリ

ングエコノミーの浸透を目指すべく、シェアリングエコノミー推進基本法の立法についても、ご検討頂き

たい。

【概要】

● シェアリングエコノミーが貢献する社会ビジョンの共有（共生による持続可能な自助・公助・共助社

会の実現）

● シェアリングエコノミーの認知・利用の向上

● 国民が安心安全にシェアサービスを利用できる環境整備の推進

○ 提供者に対する規制の精緻化、消費者概念の捉え直し、悪質トラブル防止に向けた官民連

携、プラットフォーム事業者と利用者（ホスト・ゲスト双方）の役割分担、迅速な紛争解決のた

めの仕組み作り（ODRの普及等）、シェアリングエコノミー認証制度・シェアワーカー認証制度

（仮称）の普及など



CtoC取引分野における規制の精緻化に向けた検討

● モビリティ、金融、建設の分野においては、AIやセンシング技術等のデジタル技術を活用した規制の精緻化

に向けて、実証事業が進められている。

①規制

企業 

個人 

リスクの程度に応じて 
グラデーションのある規制 

〇〇業  ××業 

リスクベース規制 

〇〇業  ××業 

企業 

個人 

画一的な規制 

現在の業規制 

＜規制モデルの比較イメージ＞

● シェアリングエコノミーにおけるCtoC取引

も、従来の業法等の画一的な規制の精緻

化（リスクベースの柔軟な規制モデルへ）

が求められているという点で共通しており、

検討分野として加えて頂きたい。

● 取引の性質によっては、法人事業者と個

人事業者とでリスクの程度が異なることも

あるため、その差異に応じて遵守すべき規

律のレベルも区別されるのが妥当。
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シェアリングエコノミーで働く選択肢を当たり前に

● コロナ禍により、正社員・フリーランス等を問わず、収入源を一つに依存することのリスクが明らかに。

同時に、プラットフォームを通じて収入を得るシェアワーカーの裾野が拡大。

● 専門スキルをシェアすることで複数の仕事の「ポートフォリオ」を組みながら働くという考え方を持ち、個

人が経済的にリスク分散しながら自己実現を図っていくことは、個人・社会双方にとって重要。

● しかし、自治体と取り組みを進めているものの、認知の点で課題。インターネットを活用し、「シェアリン

グエコノミーで働く」を当たり前の選択肢として、政府にも推進して頂きたい。

● デジタル庁は、デジタル時代の働き方の象徴にもなりうる。同庁の職員については、複数の仕事を掛

け持つデジタル専門人材を積極的に受け入れ、その活躍を社会的に発信することで、シェアリングエ

コノミーで働く、ポートフォリオワーク、官民を行き来するリボルビングドアといったコンセプトを象徴的

に広めて頂きたい。

②働き方
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②働き方

マイナポータルを活用した社会的与信のあり方（信用スコア等）の検討

出所：デジタルエコノミーと税制研究会  デジタルエコノミーの発達と  税制の課題

● シェアワーカーの社会的与信はいまだ低い。クレ

ジットカードが作れないなどの金融サービス上で

の与信は低く、サービスで積み上げた実績など

の情報を転職の際などに活用することも難しい。

● そこで、様々なプラットフォームを利用して働く個

人に対する社会的な与信の在り方（金融サービ

ス、転職時など）についても、マイナポータルに

接続する所得情報の活用なども含めて、検討し

て頂きたい。
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AI・データを用いたジョブマッチングに係る職業安定法上の基準の明確化

● 最近では、AI・データを活用したジョブマッチング事業（例えば、データを用いて転職希望者等に最適な企業を推

薦する事業）も現れてきているが、募集情報提供事業と職業紹介事業の区分に関する現行の基準は、どのような

場合に職業紹介事業に該当し、どのような場合に募集情報提供事業に留まるのかが明確ではない。

● そのため、AI・データ等を活用して、より最適なジョブマッチングを実現しようとする事業者にとっては、許可の取得

が必要となることを含めた様々な負担が生じる職業紹介事業に該当するか否かが不明確であるため、当該新事

業に踏み出すことが難しく、萎縮効果が生じてしまっている。

● ジョブマッチングの領域においてデジタル化によるイノベーションが進み、マッチングの最適化が実現されること

は、人材の最適配置や就労の場における個人の活躍推進、ひいては社会の生産性向上につながるものであり、

極めて重要。

● これを実現するためには、事業者が先進的な活動を不安なく推し進められるようになることが必要であり、職業紹

介該当性に関する旧来的な区分基準を早急にアップデートすることが適当である。

※　現行の区分基準は、厚生労働省が平成12年に発出した「インターネットによる求人情報・求職者情報提供と職業

紹介との区分に関する基準」であり、現在の状況を十分に反映したものとはなっていない。

②働き方

18



デジタル取引PFの安心安全を支える基盤整備

１．消費者法制における「消費者」概念の見直しに向けた検討

CtoC取引では、受け手たる個人だけでなく、提供者たる個人も保護すべき対象。

２．悪質な利用者の排除に向けた官民連携の取り組み

重大な規約違反者等に関する官民の情報共有も含めて、悪質なトラブル発生防止に向けた、本人確認

以外の方策についても官民連携して継続的に検討すべき。

３．オンライン紛争解決（ODR）の普及推進と法整備

当事者間の迅速かつ円満なトラブル解決をプラットフォーム事業者が支援できる仕組みを官民連携して

整えることが重要。引き続きODRの普及と法整備をお願いしたい。

４．シェアエコ認証制度及びシェアワーカー認証制度（仮称）の普及

安心安全な利用環境づくりを目的とした共同規制モデルとしてのシェアエコ認証制度及びシェアワーカー

認証制度（創設に向け準備中）の活用推進にご協力頂きたい。

③安心安全
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災害支援としてのシェア活用の促進

● 発災時の迅速・円滑な支援提供には、シェアリングエコノミーに対する認知・利用の向上、平時からの

行政・NPO・住民等との関係構築、シミュレーション等の備えが不可欠。

● 今後、協会では、シェアリングシティ推進協議会を通じて、自治体との災害連携協定の締結を進め、有

事の関係者とのスムーズな連携を可能とする土台作りに取り組んでいく。

● 政府には、自治体によるシェア活用を前提とした災害対応環境整備（民泊の柔軟活用、避難場所等

の事前登録、地域防災計画への反映等）を促すなど、上記活動へのご支援をお願いしたい。

その他

● 各自治体が保有している支援物資の備蓄状況に関する情報をデジタル化し、官民で共有できるよう整

備して頂きたい。

● 避難所運営に関する情報を避難所間で共有できるネットワークを全国的に整備して頂きたい。

④災害支援
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● 課題

○ 補助金活用した公共施設を目的外使用すると補助金返還が求められるため、使われずに

放置されている公共施設が多数存在する。

○ 現状、基礎自体体ごとに独自仕様の予約管理システムを構築して運用しており、運用コストもか

かる上に利便性も悪い。

● 効果

○ 公共施設の予約管理システムをシェアリングエコノミープラットフォームを活用して統一すること

で、管理面のコストダウンはもちろん、利用者の利便性向上につながり、自治体の枠を超えて関

係人口創出やテレワーク推進といった新たな利用ニーズを創出することができる。

⑤公共施設DX

公共施設活用促進に向けた予約管理システムのデジタル化
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